選挙をめぐる攻防，東部経済回廊の進展 : 2018年のタイ by 青木 まき & 今泉 慎也
選挙をめぐる攻防，東部経済回廊の進展 : 2018年
のタイ
著者 青木 まき, 今泉 慎也
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing






































































? ? ? ?
? ? ? ?
? ? ?




































































































































































































































































正を経て 3 月 8 日に最終的に成立した。これを契機として，2018年には政党勢力
表 1　2017年憲法付属の選挙関連法案の成立状況
法案名 憲法起草委員会の草案提出 国家立法会議（NLA）承認 官報公布
政党法 2017年 4 月 3 日 2017年 8 月 3 日 2017年10月 7 日
選挙管理委員会法 2017年 4 月 7 日 2017年 7 月13日 2017年 9 月13日
上院議員選出法 2017年11月28日 2018年 3 月 8 日 2018年 9 月13日




















日は2019年 2 月24日，政治活動解禁は2018年 9 月以降とする可能性が高まった一































職権乱用（ 3 月 6 日），タイ輸出入銀行の融資をめぐる職権濫用と背任（ 7 月 4 日）

































































（出所）　NIDA Poll “Prachachon yakdai khrai pen nayokrattamontrikhontopai 
tamkotmaikanleuktangpajuban khrang thi hok” （人々は現行選挙法の下で誰
に次期首相になってほしいか？第 6 回）（http://nidapoll.nida.ac.th/file_upload/









































　政府は 2 月21日には政策の第 1 フェーズとして，内務省が国民へのニーズ聞き
取り調査を開始（～ 3 月20日）， 3 月には第 2 フェーズとして意見の取りまとめを



















2018年12月29日以降 NESDC に改称）。NESDC は20年国家戦略を専門的に担う機
関として予算，人員ともに拡充し，計画策定のための専門研究機関を設置した。
　 6 月15日には，内閣から20年国家戦略案が NLA に提出され，特別検討委員会





























































　政府は，2017年 1 月の NCPO 議長命令によって，首相を委員長とする「EEC
政策委員会」を発足させ，その計画の具体化に先行して取り組んできた。予定さ
れる民政復帰後の政策の継続を明確にする意図もあり，EEC の実施体制をより
恒久的なものとするための，「東部特別開発区法」が NLA により2018年 2 月 8
日に可決され， ₅ 月に公布された。なお，タイ語では特別開発区に名称が変更さ
















割を PPP 方式によって民間資金を利用することを表明している。PPP 案件の審
査については，2013年制定の「国の事業への民間共同投資」法（以下，PPP 法）に
基づき，首相を委員長とする PPP 政策委員会が審査・承認を行うことになって




府は PPP の審査手続の迅速化のため，PPP 法の全面改正を進めた（新 PPP 法は
















トルの土地に航空機の MRO（Maintenance， Repair， Overhaul）や人材育成施設など
を整備することを計画する。第 2 に，イノベーション特区（東部特別経済回廊イ
ノベーション振興区：EECi）をラヨーン県のワンチャン・バレーとチョンブリー








　政府は EEC で計画されるインフラ整備事業などのうち，とくに次の ₅ つの事
業を年内に具体化することに力を注いだ。（1）スワンナプーム，ドーンムアン，
ウータパオの 3 つの国際空港をつなぐ高速鉄道，（2）ウータパオ空港拡張，（3）航
空機 MRO 事業，（4）レムチャバン港の第 3 期拡張，（5）マープタープット港の第
3 期拡張である。これら事業は，EEC 政策委員会および閣議で了承され，入札
手続きが開始された。とくに EEC 関連のインフラ事業の第一弾となる東部高速

































































共に担うほか，EEC 開発， 7 月にタイが参加を表明した環太平洋パートナーシッ




























































































































































































22日 ▼ NLA，選挙管理委員の新候補者 7
人を否決。
26日 ▼ EEC 政策委員会，東部 3 空港連結
高速鉄道計画を承認（翌日に内閣承認）。







































4 月 1 日 ▼選挙管理委員会，既存政党の登録
受付開始（～30日）。
▼最低賃金引き上げ。


























26日 ▼ NLA，ILO 強制労働条約2014年議
定書を批准。
6 月 1 日 ▼第24回中タイ高速鉄道計画実務者
協議開催。建設遅延時の補償をめぐり合意に
至らず。
























7 月 2 日 ▼タムルアン洞窟で行方不明の少年
ら13人，発見。10日に全員救出。








































8 月 6 日 ▼ EEC 委員会， 3 空港を連結する
東部高速鉄道をラヨーンまで延伸決定。
10日 ▼ JETRO バンコク，工業省と共催で
EEC に関するワークショップ開催。
15日 ▼選挙管理委員会の新委員 ₅ 人任命。


















▼プラユット首相，第 4 回 BIMSTEC 首脳
会議に出席でネパール訪問（～31日）。




























10月 2 日 ▼ワチラロンコーン国王， 3 人の枢
密顧問官を任命。
▼ タイ中銀，CLMV との越境 QR コード
決済システム開発計画を発表。

















30日 ▼ 内閣，総額4700億バーツ　の EEC インフ
ラ計画 4 件を承認。




















22日 ▼マープタープット港開発第 3 フェー
ズ（479億バーツ　）に18社が入札。
26日 ▼ NCPO 団長命令19/2561号により国
家改革・国家戦略・国民和解推進委員会設置。
12月 9 日 ▼国王主導による自転車イベント実
施。








































































































































プラユット政権（2014年 9 月 4 日発足，2017年11月24日第 ₅ 次改造）
氏　名
首相 Prayut Chan-o-cha（Gen.）
























































































































































国軍最高司令官 Gen. Pornpiphat Benyasri （2018年10月 1 日）
陸軍司令官 Gen. Apirat Kongsompong （2018年10月 1 日）
（第一管区司令官） Maj. Col. Chalongchai Chaiyakham （2018年10月 1 日）
海軍司令官 Adm. Luechai Rutdit （2018年10月 1 日）
空軍司令官 ACM. Chaiyapruek Tishyasarin （2018年10月 1 日）
国防次官 Gen. Nat Intrajaroen （2018年10月 1 日）
国防副次官 Gen. Vichai Chaejorhor （2018年10月 1 日）
 Adm. Pichai Tanaset （2018年10月 1 日）
 Gen. Somsak Rungsita （2018年10月 1 日）
 ACM. Porames Keskowit （2018年10月 1 日）
　 4 　警察人事
警察長官 Pol. Gen. Chakthip Chaichinda （2015年10月 1 日）






2013 2014 2015 2016 2017 2018
人 口（100万人，年末） 64.8 65.1 65.7 65.9 66.2 66.4
労 働 人 口（同上） 39.4 38.6 38.5 38.3 38.1 38.4
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 2.2 1.9 -0.9 0.2 0.7 1.1
失 業 率（％） 0.72 0.84 0.88 0.99 1.18 1.05
為替レート（ 1 ドル＝バーツ） 30.73 32.48 34.25 35.30 33.94 32.31
（出所）　タイ中央銀行（http://www.bot.or.th/）。
　 2 　支出別国民総生産（名目価格） （単位：10億バーツ）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
民 間 消 費 6,746.9 6,933.4 7,011.9 7,251.0 7,529.4 7,952.0 
政 府 消 費 2,113.4 2,238.1 2,353.0 2,464.9 2,529.9 2,637.2 
総 固 定 資 本 形 成 3,278.3 3,262.8 3,371.1 3,457.6 3,580.9 3,726.8 
在 庫 増 減 267.8 -98.2 -298.6 -409.9 -52.3 354.5 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 8,797.3 9,165.2 9,444.7 9,954.4 10,534.7 10,902.4 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 8,432.5 8,270.4 7,861.7 7,806.5 8,397.7 9,216.9 
国内総生産（支出側） 12,771.2 13,230.8 14,020.4 14,911.6 15,724.9 16,356.0 
国内総生産（生産側） 12,915.2 13,230.3 13,743.5 14,554.6 15,452.0 16,316.4 
海 外 純 要 素 所 得 -825.5 -680.7 -709.0 -685.4 -689.8 -732.7 
国 民 総 所 得（GNI） 12,089.7 12,549.6 13,034.5 13,869.2 14,762.1 15,583.7 
（注）　2017年，2018年は暫定値。 
（出所）　国家経済社会開発委員会事務局（http://www.nesdb.go.th/）。
　 3 　産業別国内総生産（実質　基準年＝2002） （単位：10億バーツ）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
農 業 660.6 658.7 616.2 608.4 631.0 662.6 
鉱 業 242.8 238.9 244.6 247.3 233.6 232.1 
製 造 業 2,645.6 2,647.2 2,689.3 2,750.5 2,831.2 2,916.0 
電 力・ ガ ス・ 水 道 289.2 296.9 312.2 321.8 329.1 337.8 
建 設 業 235.1 229.4 268.5 289.8 281.6 289.1 
卸 売 ・ 小 売 業 1,333.8 1,325.4 1,397.8 1,482.5 1,585.7 1,700.7 
宿泊・飲食サービス業 420.9 431.4 496.1 541.9 599.2 646.4 
運 輸 ・ 情 報 通 信 業 866.3 894.1 942.4 973.0 1,044.4 1,109.8 
金 融 業 560.3 602.3 652.7 698.6 736.1 760.4 
不 動 産 業 753.4 758.0 771.6 791.7 830.8 863.6 
行 政 ・ 国 防 495.5 502.0 507.5 510.5 512.5 517.0 
医療・教育・その他 687.0 705.6 721.6 744.4 765.6 786.1 
国 内 総 生 産（GDP） 9,142.1 9,232.1 9,521.4 9,841.0 10,237.0 10,659.7 






　 4 　国・地域別貿易 （単位：100万バーツ）
2015 2016 2017 2018
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
日 本  675,543.2 1,064,179.7  718,354.8 1,088,576.5  746,519.3 1,097,916.1  799,513.8 1,145,311.3 
N A F T A  948,260.9  522,507.0 1,004,263.9  480,272.5 1,048,186.9  555,991.1 1,039,522.4  543,770.4 
ア メ リ カ  811,346.3  472,025.9  858,391.6  427,366.4  898,823.3  508,528.4  898,362.9  490,650.9 
E U1）  740,518.6  616,453.7  773,517.0  641,566.3  806,662.6  704,023.1  802,377.5  723,160.7 
ド イ ツ  144,587.1  189,138.0  156,930.4  208,153.9  170,538.0  207,724.7  165,183.3  219,559.9 
イ ギ リ ス  128,543.6  86,663.1  134,942.4  71,461.4  138,345.1  99,883.6  130,189.4  96,688.7 
A S E A N 1,858,983.0 1,308,137.5 1,920,462.2 1,296,041.1 2,018,313.2 1,409,417.3 2,195,211.9 1,477,981.7 
シンガポール  294,436.1  242,928.4  288,800.3  230,991.1  281,120.8  270,685.9  302,183.5  250,136.7 
マレーシア  342,825.7  406,033.2  337,477.2  382,818.4  349,848.7  397,025.8  373,039.0  433,318.1 
C LMV 1）  751,826.9  330,918.1  780,490.0  340,126.8  850,130.4  360,596.2  940,716.1  393,312.8 
中 国  800,893.9 1,403,176.7  833,538.0 1,490,905.6  997,982.7 1,515,066.4  966,942.4 1,623,817.6 
香 港  399,805.4  53,571.1  402,289.9  56,613.4  416,257.5  99,095.2  401,688.5  95,448.1 
台 湾  118,877.9  256,486.6  118,230.6  252,529.2  135,849.0  279,143.2  126,840.3  280,172.1 
韓 国  138,216.1  239,569.3  142,750.7  258,286.6  157,943.7  274,059.9  156,495.9  288,259.9 
中 東  353,980.8  622,799.6  312,591.7  517,467.7  286,471.8  623,305.7  271,492.3  802,256.8 
合 計 7,225,722.8 6,906,078.4 7,550,704.1 6,888,186.7 8,006,265.2 7,587,118.4 8,093,441.4 8,098,098.2 
（注）　 1 ）EU は28カ国の合計値（クロアチア含む）。CLMV はカンボジア，ラオス，ミャンマー，ベト
ナムの合計値。
（出所）　表 1 に同じ。
　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2013 2014 2015 2016 2017 2018
経 常 収 支 -4,861.1 15,224.0 32,111.4 48,207.9 50,211.2 37,736.3 
貿 易・ サ ー ビ ス 収 支 11,413.2 27,489.8 46,038.8 60,820.9 63,018.1 52,422.6 
貿 易 39.6 17,201.4 26,798.3 36,539.4 34,160.6 23,622.7 
輸 出 227,455.3 226,623.6 214,045.8 214,250.8 235,267.4 253,431.2 
輸 入 227,415.8 209,422.3 187,247.5 177,711.4 201,106.8 229,808.5 
サ ー ビ ス 11,373.6 10,288.4 19,240.5 24,281.5 28,857.4 28,799.9 
輸 送 -15,203.6 -13,340.7 -9,918.8 -9,339.0 -9,955.5 -11,402.1 
旅 行 35,298.3 31,347.1 37,204.1 39,720.2 46,433.6 50,689.2 
第 一 次 所 得 収 支 -26,900.9 -20,993.7 -20,622.2 -19,427.5 -20,339.9 -22,671.2 
第 二 次 所 得 収 支 10,626.6 8,727.8 6,694.8 6,814.5 7,533.0 7,985.0 
資 本 移 転 等 収 支 281.2 100.3 0.1 12.7 -140.9 -610.5 
金 融 収 支 -2,488.0 -15,954.7 -16,799.2 -20,839.7 -12,429.5 -21,620.3 
直 接 投 資 3,814.5 -766.3 3,936.5 -10,551.6 -10,586.1 -5,670.4 
証 券 投 資 -4,766.4 -12,012.8 -16,508.1 -2,797.6 -2,149.9 -5,431.2 
金 融 派 生 商 品 -341.1 965.8 903.3 303.3 118.3 35.1 
そ の 他 投 資 -1,195.0 -4,141.3 -5,130.9 -7,793.9 188.1 -10,553.8 
誤 差 脱 漏 2,018.8 -579.8 -9,453.3 -14,536.3 -11,684.1 -8,239.2 
総 合 収 支 -5,049.1 -1,210.2 5,858.9 12,844.5 25,956.7 7,266.4 
（注）　2017，2018年は暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。
